国民健康保険・後期高齢者医療制度からのお知らせ

～交通事故などに遭ったら届出を～

　交通事故など第三者（加害者）から傷害を受けた場合、その治療費は加害者が負担します。

　しかし実際には、治療費が多額になることも考えられ、また加害者との示談が長引くこともありますので、一旦国民健康保険・後期高齢者医療制度を使って治療を受けられます。このように交通事故など第三者（加害者）から受けた傷害の治療に国民健康保険・後期高齢者医療制度を使用する場合には、必ず届出をしてください。（届出をせずに受診した分については後日照会させていただくことがあります。）国民健康保険・後期高齢者医療制度を使って治療を受けた場合、保険者が一時立替払をした額は後から加害者に請求します。なお、加害者が自動車任意保険に加入している場合には自動車保険会社に請求します。

国民健康保険・後期高齢者医療制度を使って

治療を受けられない場合

①飲酒運転、無免許運転による事故など自己の故意の犯罪行為による負傷の場合

②第三者（加害者）から治療費の全額を受け取っている場合

③労災保険の対象となる場合

届出に必要なもの

①第三者行為による被害届等（窓口配布・郵送）

②ご加入の保険の被保険者証（国民健康保険被保険者証または後期高齢者医療被保険者証）

③印鑑（朱肉を使用するもの）

④マイナンバー

⑤本人確認ができるもの（免許証等）

⑥交通事故証明書（交通事故の場合）

示談の前にご連絡を

　加害者と示談を結ぶ前に、必ずご連絡ください。

　先に示談を結んでしまいますと、示談の内容によっては、国民健康保険・後期高齢者医療制度を使って治療を受けられなくなるなど、思わぬトラブルになる場合がありますので、ご注意ください。

　また、後遺症などの治療も対象になりますので、示談を成立させるときは、ご注意ください。

　◆保険年金課 国民健康保険3内線279

　　　　　　　 後期高齢者医療TEL内線３０２
